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頁 旧 新 備 考 

目次 【 目  次 】 
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 第 ２ 章 水防組織 …………………………………………………３ 
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 第 ４ 章 予報及び警報 ……………………………………………６ 
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内容修正に伴う

頁の修正 

P1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 

第１節 目 的 

（略） 

          

                     

                                               

                                         

 

                                               

                         

 

                                               

                                    

 

                                               

                                    

 

                                               

                                   

 

第１章 総則 

第１設 目 的 

（略） 

第２節 用語の定義 

 主な水防用語の意義は次のとおりである。 

１ 水防管理団体    水防の責任を有する市町村又は水防に関する事務を共同に処理する水防事務

組合若しくは水害予防組合をいう（法第２条第２項）。 

 

２ 指定水防管理団体  水防上公共の安全に重大な関係のある水防管理団体として知事が指定したも

のをいう（法第４条）。 

 

３ 水防管理者     水防管理団体である市町村の長又は水防事務組合の管理者若しくは長若しく

は水害予防組合の管理者をいう（法第２条第３項）。 

 

４ 消防機関      消防組織法（昭和22年法律第226号）第９条に規定する消防の機関（消防本

部、消防署及び消防団）をいう（法第２条第４項）。 

 

５ 消防機関の長    消防本部を置く市町村にあっては消防長を、消防本部を置かない市町村にあ

っては消防団の長をいう（法第２条第５項）。 

 

 

記載の追加 
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頁 旧 新 備 考 

P１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

 

 

                                               

                       

 

                                               

                                               

                           

 

                                               

                                               

                                               

                                               

                                               

                          

 

                                               

                                               

                                               

                                               

                                     

 

                                               

                                               

                                               

                                               

                                               

 

                                               

                                               

                                               

                                               

                        

 

                                               

                                               

                                               

                          

 

                                               

                                               

                                               

                               

 

 

６ 水防団       法第６条に規定する水防団をいう。 

 

 

７ 量水標管理者    量水標、験潮儀その他の水位観測施設の管理者をいう（法第２条第７項、法

第10条第３項）。 

 

８ 水防協力団体    法人その他これに準ずるものとして、国土交通省令で定める団体で、水防業

務を適正かつ確実に行うことができると認めて、水防管理者が指定した団体を

いう（法第36条第１項）。 

 

９ 洪水予報河川    国土交通大臣又は都道府県知事が、流域面積が大きい河川で、洪水により国

民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川。

国土交通大臣又は都道府県知事は、洪水予報河川について、気象庁と共同して、

洪水のおそれの状況を基準地点の水位又は流量を示して洪水の予報を行う（法

第10条第２項、法第11条第１項、気象業務法（昭和27年法律第165号）第14

条の２第２項及び第３項）。 

 

10 水防警報      国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水、津波又は高潮により国民経済上重

大又は相当な損害が生じるおそれがあると認めて指定した河川、湖沼又は海岸

（水防警報河川等）について、国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水、津波又

は高潮によって災害が起こるおそれがあるとき、水防を行う必要がある旨を警

告して行う発表をいう（法第２条第８項、法第16条）。 
 

11 水位周知河川    国土交通大臣又は都道府県知事が、洪水予報河川以外の河川で洪水により国

民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれがあるものとして指定した河川。

国土交通大臣又は都道府県知事は、水位周知河川について、当該河川の水位が

あらかじめ定めた氾濫危険水位（洪水特別警戒水位）に達したとき、水位又は流

量を示して水防管理者及び量水標管理者に通知又は周知を行う（法第13条）。 

 

12 水位周知下水道   都道府県知事又は市町村長が、内水により相当な損害が生じるおそれがある

ものとして指定した公共下水道等の排水施設等、都道府県知事又は市町村長は、

水位周知下水道について、当該下水道の水位があらかじめ定めた内水氾濫危険

水位（雨水出水特別警戒水位）に達したとき、水位を示して通知及び周知を行う

（法第13条の２）。 

 

13 水防団待機水位   洪水、津波又は高潮のおそれがある場合に、関係者に通報しなければならな 

（通報水位）   い水位であり、量水標の設置されている地点ごとに知事が定めるもので、各水

防機関が水防体制に入る水位（法第12条第１項に規定される通報水位（指定水

位））をいう。 

 

14 氾濫注意水位    水防団待機水位（通報水位）を超える水位であって、洪水、津波又は高潮に 

（警戒水位）   よる災害の発生を警戒すべきものとして国土交通大臣又は都道府県知事が定め

る水位をいう（法第 12 条第２項に規定される警戒水位）。なお、水防機関の出

動の目安となる水位。 

 

 

 

記載の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



帯広市水防計画 新旧対照表 

3 

 

頁 旧 新 備 考 

P1                                                      

                                                     

                       

 

                                               

                                               

                                           

 

                                               

                   

                                               

                                 

 

                                               

                               

 

                                               

                                               

                                               

                          

15 避難判断水位    氾濫注意水位（警戒水位）を超える水位であって、洪水による災害の発生を 

（国管理河川）   特に警戒すべき水位をいう。市町村長の高齢者等避難の発令判断の目安となる

水位。 

 

16 氾濫危険水位    洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫のおそれがある水位をい 

（特別警戒水位）  う。市町村長の避難指示の発令判断の目安、住民の避難判断の参考になる水位

をいう（法第13条第１項及び第２項に規定される洪水特別警戒水位）。 

 

17 洪水特別警戒水位  法第 13 条第１項及び法第２項に定める洪水による災害の発生を特に警戒す

べき水位。 

            氾濫危険水位に相当し、指定した水位周知河川においてこの水位に到達した

ときは、水位到達情報を発表しなければならない。 

 

18 重要水防箇所    過去の洪水で堤防が損壊した箇所など、洪水時に堤防が損壊するおそれが高

く、厳重な警戒が必要な箇所をいう。 

 

19 洪水浸水想定区域  洪水予報河川及び水位周知河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確

保し、水災による被害の軽減を図るため、想定し得る最大規模の降雨により河

川が氾濫した場合に浸水が想定されるとして国土交通大臣又は知事が指定した

区域をいう（法第14条）。 

 

 

 

記載の追加 

 

P1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P2 

 

第１章 総則 

第２節 水防の責任等 

１ 帯広市（水防管理団体） 

（略） 

（７）避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者又は管理者への必要な指示、指示に

従わなかった旨の公表。                                 

               （法第15条の３） 

                        

                                              

                                     

                       

（７）水防団及び消防機関の出動準備又は出動（法第17条） 

（８）警戒区域の設定（法第21条） 

（９）警察官の援助の要求（法第22条） 

（10）他の水防管理者又は市町村長若しくは消防長への応援要請（法第23条） 

（11）堤防決壊等の通報、決壊後の措置（法第25条、法第26条） 

（12）公用負担（法第28条） 

（13）避難のための立ち退きの指示（法第29条） 

（14）水防訓練の実施（法第32条の２） 

（15）水防計画の策定及び要旨の公表（法第33条第１項、第２項及び第３項） 

（16）水防協力団体の指定（法第36条） 

 

２ 北海道 

道内における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確保すべき責任を有する（法第３

第１章 総則 

第３節 水防の責任等 

１ 帯広市（水防管理団体） 

（略） 

（７）避難確保計画を作成していない要配慮者利用施設の所有者又は管理者への必要な指示、指示に

従わなかった旨の公表。要配慮者利用施設の所有者又は管理者より報告を受けた避難確保計画及び

避難訓練の結果についての助言・勧告（法第15条の３） 

（８）浸水被害軽減地区の指定・公示及び通知、標識の設置、土地の形状変更の届出を受理した際の通

知・届出者への助言又は勧告（法第15条の６、法第15条の７、法第15条の８） 

（９）予想される水災の危険の周知（法第15条の11） 

（10）水防団及び消防機関の出動準備又は出動（法第17条） 

（11）警戒区域の設定（法第21条） 

（12）警察官の援助の要求（法第22条） 

（13）他の水防管理者又は市町村長若しくは消防長への応援要請（法第23条） 

（14）堤防決壊等の通報、決壊後の措置（法第25条、法第26条） 

（15）公用負担（法第28条） 

（16）避難のための立ち退きの指示（法第29条） 

（17）水防訓練の実施（法第32条の２） 

（18）水防計画の策定及び要旨の公表（法第33条第１項、第２項及び第３項） 

（19）水防協力団体の指定（法第36条） 

 

 ２ 北海道 

道内における水防管理団体が行う水防が十分に行われるように確保すべき責任を有する（法第３

条の６）。具体的には、主に次のような事務を行う。 

 

記載の追加及び

修正 
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頁 旧 新 備 考 

P2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条の６）。具体的には、主に次のような事務を行う。 

（１）指定水防管理団体の指定（法第４条） 

（２）水防計画の策定及び要旨の公表（法第７条第１項及び第４項） 

（３）水防管理団体が行う水防への協力（河川法第22条の２          ） 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（４）気象予報及び警報、洪水予報の伝達（法第10条第３項） 

（５）洪水予報の発表及び通知（第11条第１項               ） 

（６）量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第12条） 

（７）水位                情報の通知及び周知（法第13条          

          ） 

（８）洪水予報又は水位情報の関係市町村長への通知（法第13条の２） 

（９）  浸水想定区域         の指定、公表及び通知（法第14条       ） 

                                                                                   

（10）水防警報の発表及び通知                   （法第16条第１項、第２項

及び第３項） 

                 

（11）避難のための立ち退きの指示（法第29条） 

（12）緊急時の水防管理者、水防団長又は消防機関の長への指示（法第30条） 

                        

                                

（13）          水防に関する勧告及び助言（法第48条） 

 

３ 国土交通省（北海道開発局） 

（１）水防管理団体が行う水防への協力（河川法第22条の２） 

（２）洪水予報の発表及び通知（法第10条第２項） 

（３）量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第12条） 

                                    

（４）洪水予報又は水位情報の関係市町村長への通知（法第13条の２） 

（５）水位情報の通知及び周知（法第13条第１項） 

（６）浸水想定区域の指定、公表及び通知（法第14条） 

（７）水防警報の発表及び通知（法第16条第１項及び第２項） 

                              

 

 

 

           

                             

                                              

                      

（略） 

 ４ 気象庁（帯広測候所） 

（略） 

 

 

 

 

（１）指定水防管理団体の指定（法第４条） 

（２）水防計画の策定及び要旨の公表（法第７条第１項及び第７項） 

（３）水防管理団体が行う水防への協力（河川法第22条の２、下水道法第23条の２） 

（４）都道府県水防協議会の設置（法第８条第１項） 

（５）気象予報及び警報、洪水予報の伝達（法第10条第３項） 

（６）洪水予報の発表及び通知（第11条第１項、気象業務法第14条の２第３項） 

（７）量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第12条） 

（８）水位周知河川、水位周知下水道の水位到達情報の通知及び周知（法第13条第２項及び第３項、

第13条の２第１項） 

（９）洪水予報又は水位情報の関係市町村長への通知（法第13条の２） 

（10）洪水浸水想定区域、内水浸水想定区域の指定、公表及び通知（法第14条、第14条の２） 

（11）都道府県大規模氾濫減災協議会の設置（法第15条の10） 

（12）水防警報の発表及び通知並びに水防警報河川等指定したときの公示（法第16条第１項、第３項

及び第４項） 

（13）水防信号の指定（法第20条） 

（14）避難のための立ち退きの指示（法第29条） 

（15）緊急時の水防管理者、水防団長又は消防機関の長への指示（法第30条） 

（16）水防団員の定員の基準の設定（法第35条） 

（17）水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第40条） 

（18）水防管理団体に対する水防に関する勧告又は助言（法第48条） 

 

 

３ 国土交通省（北海道開発局） 

（１）洪水予報の発表及び通知（法第10条第２項、気象業務法第14条の２第２項） 

（２）量水標管理者からの水位の通報及び公表（法第12条） 

（３）水位周知河川の水位到達情報の通知及び周知（法第13条第１項） 

（４）洪水予報又は水位情報の関係市町村長への通知（法第13条の４） 

（５）洪水浸水想定区域の指定、公表及び通知（法第14条） 

（６）大規模氾濫減災協議会の設置（法第15条の９） 

（７）水防警報の発表及び通知（法第16条第１項及び第２項） 

（８）重要河川における都道府県知事等に対する指示（法第31条） 

（９）特定緊急水防活動（法第32条） 

（10）水防協力団体に対する情報の提供又は指導若しくは助言（法第40条） 

（11）都道府県等に対する水防に関する勧告及び助言（法第48条） 

 

４ 河川管理者の責任 

（１）水防管理団体が行う水防への協力（河川法第22条の２） 

（２）水防管理者に対する浸水被害軽減地区の指定及び市町村長に対する水害リスク情報の把握に関

する情報提供及び助言（法第15条の12） 

 

５ 気象庁（帯広測候所） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

記載の追加及び

修正 
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頁 旧 新 備 考 

P2 ５ 居住者の義務 

   水防活動への従事（法第24条） 

                  

 

６ 居住者の義務 

 （１）水防活動への従事（法第24条） 

 （２）水防通信への協力（法第27条） 

 

 

記載の追加及び

修正 

 

P4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 水防組織 

（略） 

新設               

              

                                              

                                              

                                              

                                       

              

             

                   

                               

               

                                              

                                              

      

                                              

                         

                                         

 

              

                                              

                                              

                                              

                                       

            

                   

                                    

                 

                                              

                                              

                                              

                             

                                              

      

 

 

第２章 水防組織 

（略） 

 第２節 大規模氾濫減災協議会 

１ 大規模氾濫減災協議会 

  （１）法第15条第９項の規定により、国土交通大臣は、第10条第２項又は第13条第１項の規定に

より指定した河川について、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被

害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進する必要な協議を行うための協議会（以下、

「大規模氾濫減災協議会」と呼ぶ）を次に掲げる者をもって組織するものとする。 

     ア 国土交通大臣 

     イ 北海道知事 

     ウ 当該河川の存する市町村の長 

     エ 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者 

     オ 当該河川の河川管理者 

     カ 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する札幌管区気象台長、又は地方気象台長 

     キ 当該河川の存する市町村に隣接する市町村の長、その他の国土交通大臣が必要と認める   

       者 

（２）大規模氾濫減災協議会において協議が整った事項については、大規模氾濫減災協議会の構成

員は、その協議の結果を尊重しなければならない。 

（３）大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、大規模氾濫減災協議会が定める。 

 

２ 北海道大規模氾濫減災協議会 

（１）法第15条第10項の規定により、北海道知事は、第11条第１項又は第 13条第２項の規定に

より指定した河川について、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合の水災による被

害の軽減に資する取組を総合的かつ一体的に推進する必要な協議を行うための協議会（以下、

「北海道大規模氾濫減災協議会」と呼ぶ）を次に掲げる者をもって組織するものとする。 

    ア 北海道知事 

    イ 当該河川の存する市町村の長 

    ウ 当該河川の存する区域をその区域に含む水防管理団体の水防管理者 

    エ 当該河川の河川管理者 

    オ 当該河川の存する区域の全部又は一部を管轄する札幌管区気象台長、又は地方気象台長 

    カ 当該河川の存する市町村に隣接する市町村の長、その他の北海道知事が必要と認める者 

（２）北海道大規模氾濫減災協議会において協議が整った事項については、北海道大規模氾濫減災

協議会の構成員は、その協議の結果を尊重しなければならない。 

（３）北海道大規模氾濫減災協議会の運営に関し必要な事項は、北海道大規模氾濫減災協議会が定

める。 

 

 

記載の追加 
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P7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 予報及び警報 

（略） 

           

                   

           

                                               

                                               

                             

                

                                                

                                               

                         

                                               

                                   

              

                                               

                            

              

                                               

                                               

                             

                                               

                                               

                             

              

                                               

                                               

                                               

 

                                               

                                               

                          

           

                                               

                                               

                          

                                               

                                               

                                               

                                 

 

 

 

 

 

 

第４章 予報及び警報 

（略） 

２ 気象情報等の種類 

  気象情報の種類は、次のとおり。 

（１）警報級の可能性 

   ５日先までの警報級の現象の可能性が[高]・[中]の２段階で発表される。当日から翌日にかけ

ては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位で、２日先から５日先にかけては日

単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位で発表される。 

（２）地方気象情報、府県気象情報 

   気象情報とは、気象業務法第11条及び気象官署予報業務規則第47条に明記されているとおり、

観測結果や予報事項に関する情報を発表し、防災関係機関や住民が円滑な防災活動を実施できる

よう、公衆の利便を増進することを目的とする情報。 

   気象の予報等について、警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、特別警報・警報・注意

報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表される。 

（３）台風に関する気象情報 

   北海道地方への台風の影響が予想される場合に、住民に対して、台風の状況の周知と防災対策

の必要性を喚起することを目的として発表する情報。 

（４）記録的短時間大雨情報 

   府県予報区内で、大雨警報発表中に、数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大

雨を観測（地上の雨量計による観測または解析（気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分

析））したときに、府県気象情報の一種として発表される情報。 

   この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった災害発

生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている

場所については、警報の「危険度分布」で確認することができる。 

（５）土砂災害警戒情報 

  「大雨警報（土砂災害）」発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度が更に高まったとき、市町

村長の避難指示や住民の自主避難の判断を支援するため対象となる市町村を特定して警戒を呼び

掛ける情報で、北海道（各振興局建設管理部及び各総合振興局建設管理部）と気象庁（札幌管区気

象台及び各地方気象台）から共同で発表される情報。降雨から予測可能な土砂災害のうち、避難

指示等の災害応急対応が必要な土石流や集中的に発生する急傾斜地崩壊を対象（技術的に予測が

困難である地すべり等は、土砂災害警戒情報の対象外）。 

（６）竜巻注意情報 

   積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかける情

報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生しやすい気象状況に

なっている時に府県予報区単位で発表される情報。 

   なお、実際に危険度が高まっている場所については竜巻発生確度ナウキャストで確認すること

ができる。また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で

更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を付加した情報が府県予報

区単位で発表される。この情報の有効期間は、発表から１時間である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の追加 
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P7 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             

                   

                   

                   

                            

                      

                                    

                   

                                               

                                               

                                               

                            

                   

                                               

                                               

                                               

       

              

                                               

                                               

                                               

                                         

               

                                               

                                               

                                               

                                               

                               

 

 ２ 警報等の伝達経路 

（略） 

   これらの気象情報のうち、次のものを水防活動に利用する 

    ア 台風に関する気象情報 

    イ 大雨に関する気象情報 

    ウ 記録的短時間大雨情報 

    エ その他、水防活動に密接に関連する気象情報 

３ 大雨警報・洪水警報の危険度分布等 

   大雨警報・洪水警報の危険度分布等の種類は、次のとおりである。 

 （１）土砂災害警戒判定メッシュ情報 

    大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で５km四方の領域ごとに５段階

に色分けして示す情報。２時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて常時10分

ごとに更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、どこ

で危険度が高まるかを面的に確認することができる。 

 （２）大雨警報（浸水害）の危険度分布 

    短時間強雨による浸水害発生の高まりの予測を、地図上で１km四方の領域ごとに５段階に色

分けして示す情報。１時間先までの表面雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新してお

り、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認すること

ができる。 

 （３）洪水警報の危険度分布 

    指定河川洪水警報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他河川）の洪水害発

生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流路を概ね１kmごとに５段階に色分けして示す情

報。３時間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時10分ごとに更新しており、洪水警報等が

発表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認することができる。 

 （４）流域雨量指数の予測値 

水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、上流域での降雨によって、下流の対象

地点の洪水危険度がどれだけ高まるかを示した情報。６時間先までの雨量分布の予測（降水短

時間予報等）を取り込んで、流域に降った雨が河川に集まり流れ下る量を計算して指数化した

「流域雨量指数」について、洪水警報等の基準への到達状況に応じて危険度を色分けし時系列

で表示したものを、常時10分ごとに更新している。 

 

 ４ 警報等の伝達経路 

（略） 

 

 

記載の追加 
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頁 旧 新 備 考 

P8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 洪水河川における洪水予報【対象河川／十勝川、札内川、帯広川】 

１ 種類及び発表基準 

（略） 

また、避難    のための立退きの勧告又は指示の判断に資するため、大臣が指定した河川に

ついては大臣から、知事が指定した河川については知事から、関係市町村の長にその通知に係る事

項を通知する。 

発表する情報の種類、    発表基準は次のとおりである。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼洪水予報を行う河川と発表の基準となる観測所               （水位：ｍ） 

                                                 
 

管理者 河川名 
洪水予報 

基準地点 

水防団待機 

水 位 

氾濫注意 

水 位 

避難判断 

水 位 

氾濫危険 

水 位 

開発局 十勝川 帯広 

(大通北2) 

34.20 35.20 
36.80 37.40 

札内川 第2大川橋

(大正町) 

102.20 102.80 
103.50 104.20 

帯広川 帯広 

(大通北2) 

34.20 35.20 
36.80 37.40 

第２節 洪水河川における洪水予報【対象河川／十勝川、札内川、帯広川】 

１ 種類及び発表基準 

（略） 

また、避難情報発令の判断に資するため、大臣が指定した河川については大臣から、知事が指定

した河川については知事から、関係市町村の長にその通知に係る事項を通知する。 

発表する情報の種類、基本的な発表基準は次のとおりである。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▼洪水予報を行う河川と発表の基準となる観測所               （水位：ｍ） 

 

管理者 河川名 
洪水予報 

基準地点 

水防団待機 

水 位 

氾濫注意 

水 位 

避難判断 

水 位 

氾濫危険 

水 位 

開発局 十勝川 帯広 

(大通北2) 

34.20 35.20 
36.80 37.40 

札内川 第2大川橋

(大正町) 

102.20 102.80 
103.50 104.20 

帯広川 帯広 

(大通北2) 

34.20 35.20 
36.80 37.40 

※帯広川は鎮橋（東２南２）より下流区間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の修正 

 

 

 

 

防災基本計画の

修正に伴う修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補足説明の追加 



帯広市水防計画 新旧対照表 

9 

 

頁 旧 新 備 考 

 

P10 

第３節 水位周知河川における水位到達情報 

 １ 種類及び発表基準 

（略） 

また、避難    のための立退きの勧告又は指示の判断に資するため、大臣が指定した河川に

ついては大臣から、知事が指定した河川については知事から、関係市町村の長にその通知に係る事

項を通知する。 

                                            

                                        

                             

 

第３節 水位周知河川における水位到達情報 

 １ 種類及び発表基準 

（略） 

また、避難情報発令の判断に資するため、大臣が指定した河川については大臣から、知事が指定

した河川については知事から、関係市町村の長にその通知に係る事項を通知する。 

氾濫注意水位（警戒水位）、避難判断水位への到達情報（氾濫注意水位を下回った場合の情報（氾

濫注意情報の解除）を含む。）、氾濫発生情報の発表は、可能な範囲で行うこととする。 

発表する情報の種類、基本的な発表基準は次のとおりである。 

 

 

 

 

記載の修正及び

追加 

P11 第４節 水防警報 

 ２ 種類及び発表基準 

（略） 

 

第４節 水防警報 

 ２ 種類及び発表基準 

（略） 

 

 

防災基本計画の

修正に伴う修正 
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頁 旧 新 備 考 

 

P11 

 

   ▼水防警報を行う河川と発表の基準となる観測所               （水位：ｍ） 

管理者 河川名 
水防警報 

基準地点 

水防団待機 

水 位 

氾濫注意 

水 位 

避難判断 

水 位 

氾濫危険 

水 位 

開発局 

 

十勝川 帯広 

(大通北2) 
34.20 35.20 36.80 37.40 

札内川 第2大川橋 

(大正町) 
102.20 102.80 103.50 104.20 

帯広川 帯広 

(大通北2) 
34.20 35.20 36.80 37.40 

北海道 帯広川 芽室町 

北伏古 
71.78 72.89 74.00 74.15 

西１南３ 
33.31 34.30 35.26 35.41 

西２２南２ 
51.44 52.66 53.88 54.03 

上帯広町 
143.76 144.83 - 145.63 

ｳﾂﾍﾞﾂ川 西１１南９ 
37.49 38.24 39.00 39.25 

売買川 西７南３２ 
49.75 50.22 51.70 52.12 

新帯広川 西２１北１ 
47.04 48.22 49.40 49.55 

柏林台川 西１８南２ 
43.59 43.97 44.14 44.88 

途別川 幕別町 

字途別 
46.25 46.87 47.30 47.91 

 

 

  ▼水防警報を行う河川と発表の基準となる観測所               （水位：ｍ） 

管理者 河川名 
水防警報 

基準地点 

水防団待機 

水 位 

氾濫注意 

水 位 

避難判断 

水 位 

氾濫危険 

水 位 

開発局 

 

十勝川 帯広 

(大通北2) 
34.20 35.20 36.80 37.40 

札内川 第2大川橋 

(大正町) 
102.20 102.80 103.50 104.20 

帯広川 帯広 

(大通北2) 
34.20 35.20 36.80 37.40 

北海道 帯広川 芽室町 

北伏古 
71.78 72.89 74.00 74.15 

西１南３ 
33.31 34.30 35.26 35.41 

西２２南２ 51.44 52.66 53.88 54.03 

ｳﾂﾍﾞﾂ川 西１１南９ 
37.49 38.24 39.00 39.25 

売買川 西７南３２ 
49.75 50.22 51.70 52.12 

新帯広川 西２１北１ 
47.04 48.22 49.40 49.55 

柏林台川 西１８南２ 
43.59 43.97 44.14 44.88 

途別川 幕別町 

字途別 
46.25 46.87 47.30 47.91 

 

 

 

 

 

 

記載の削除 
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頁 旧 新 備 考 

P14 第５章 気象予報等の情報収集 

（略） 

▼一般向け情報提供 

名   称 ホームページアドレス 

国土交通省「川の防災情報」 http://www.river.go.jp/ 

                        

http://i.river.go.jp/【携帯版】 

北海道防災情報システム http://www.bousai-hokkaido.jp/ 

http://i.bousai-hokkaido.jp/【携帯版】 

帯広測候所ホームページ http://www.jma-net.go.jp/obihiro/ 

気象庁ホームページ http://www.jma.go.jp/jma/index.html 

                                                                                   

                         

 

 

第５章 気象予報等の情報収集 

（略） 

▼一般向け情報提供 

名   称 ホームページアドレス 

国土交通省「川の防災情報」 http://www.river.go.jp/ 

http://river.go.jp/s/【スマートフォン版】 

http://i.river.go.jp/【携帯版】 

北海道防災情報システム http://www.bousai-hokkaido.jp/ 

http://i.bousai-hokkaido.jp/【携帯版】 

帯広測候所ホームページ http://www.jma-net.go.jp/obihiro/ 

気象庁ホームページ http://www.jma.go.jp/bosai 

※「洪水キキクル」（洪水警報の危険度分布、「浸水キキクル」（大雨警報（浸水害）の 

 危険度分布）等もある   

 

 

記載の追加 

 

 

P20 

 

 

 

 

 

P23 

第９章 水防活動 

（略） 

第４節 避難のための立ち退き 

洪水により著しい危険が切迫していると認められるときは、水防管理者は、必要と認める区域の居

住者に対し、避難のため立ち退くべきことを指示することができる。この場合、十勝総合振興局長及

び帯広警察署長にその旨を通知するものとする。 

 

 

 第５節 水防配備の解除 

（略） 

             

（略） 

 

第９章 水防活動 

（略） 

第４節 緊急通行 

法第19条の規定により、消防機関に属する者並びに水防管理者から委任を受けた者は、水防上緊

急の必要がある場所に赴くときは、一般交通の用に供しない通路又は公共の用に供しない空き地及び

水面を通行することができる。また、水防管理団体は、法第19条第２項の規定により、損失を受け

た者に対し、時価によりその損失を補償しなければならない。 

 

 第５節 避難のための立ち退き 

（略） 

 第６節 水防配備の解除 

（略） 

 

 

 

記載の追加 

P26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１章 協力及び応援 

第１節 河川管理者の協力 

（略） 

▼河川管理者の協力が必要な事項 

（１）水防管理団体に対して、河川に関する情報（国管理河川の水位、河川管理施設の操作状況に関

する情報、ＣＣＴＶの映像、ヘリ巡視の画像等）の提供 

                                              

                                              

                

                                              

                                        

第１１章 協力及び応援 

第１節 河川管理者の協力 

（略） 

▼河川管理者の協力が必要な事項 

（１）水防管理団体に対して、河川に関する情報（国管理河川の水位、河川管理施設の操作状況に

関する情報、ＣＣＴＶの映像、ヘリ巡視の画像等）の提供 

    （２）水防管理団体に対して、氾濫（決壊又は溢流）想定地点ごとの氾濫水到達市町村の事前提

示、及び水防管理者等から異常な漏水等についての通報を受けた場合には通報すべき関係者

（関係機関・団体）の提示 

  （３）堤防又はダムが決壊したとき又は越水・溢水若しくは異常な漏水が発生したとき（氾濫発生

情報を発表する場合を除く）、河川管理者による関係者及び一般への周知 

記載の追加 
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頁 旧 新 備 考 

P26 （２）重要水防箇所の合同点検の実施 

（３）水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

（４）水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資機材が不足するような緊急事態に際して、河川管理者

の応急復旧資機材又は備蓄資機材（災害対策用機械含む）の貸与 

（５）洪水等により甚大な災害が発生した場合、又は発生のおそれがある場合に、水防管理団体と河

川管理者間の水防活動に関する災害情報の共有を行うための水防管理団体への職員の派遣（リ

エゾンの派遣） 

 

 

（４）重要水防箇所の合同点検の実施 

  （５）水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

（６）水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資機材が不足するような緊急事態に際して、河川管理

者の応急復旧資機材又は備蓄資機材（災害対策用機械含む）の貸与 

（７）洪水等により甚大な災害が発生した場合、又は発生のおそれがある場合に、水防管理団体と

河川管理者間の水防活動に関する災害情報の共有を行うための水防管理団体への職員の派遣

（リエゾンの派遣） 

 

 

 

P27 

 

第４節 自衛隊の派遣要請 

（略） 

（１）災害の状況及び派遣要請を要求する事由 

（２）派遣を希望する期間 

（３）派遣を希望する区域及び活動内容 

（４）派遣部隊が展開できる場所 

（５）派遣部隊との連絡方法、その他参考となるべき事項 

                                              

                                              

                           

第４節 自衛隊の派遣要請 

（略） 

（１）災害の状況及び派遣要請を要求する事由 

（２）派遣を希望する期間 

（３）派遣を希望する区域及び活動内容 

（４）派遣部隊が展開できる場所 

（５）派遣部隊との連絡方法、その他参考となるべき事項 

なお、知事に自衛隊の災害派遣の要請を要求することができない場合には、水防管理者が直接、自

衛隊等に派遣を要請する旨の通知等を行うことになるため、事前に通知先となる自衛隊の関係部局と

調整を行うものとする。 

記載の追加 

P28 第12章 費用負担と公用負担 

第２節 公用負担 

 

１ 公用負担 

水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、消防機関の長は水防の現場において次の権限

を行使することができる。 

（１）必要な土地の一時使用 

（２）土石、竹木その他の資材の使用若しくは収用 

（３）車両その他の運搬用機器の使用 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

（４）工作物その他の障害物の処分 

                                              

                      

 

 

第１２章 費用負担と公用負担 

第２節 公用負担 

 

１ 公用負担 

水防のため緊急の必要があるときは、水防管理者、消防機関の長は水防の現場において次の権限

を行使することができる。 

（１）必要な土地の一時使用 

（２）土石、竹木その他の資材の使用若しくは収用 

（３）車両その他の運搬用機器の使用 

（４）排水用機器の使用 

（５）工作物その他の障害物の処分 

 また、水防管理者から委任を受けた民間事業者は、上記（１）から（４）（（２）における収用を除

く。）の権限を行使することができる。 

 

記載の追加 
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頁 旧 新 備 考 

P30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新設                                        

 

             

                                               

                                               

                                        

 

                                    

                                               

                                               

                                               

                                               

                                               

                                               

                           

                                               

              

 

 

 

                                    

                                               

                                               

                                               

                                               

                                               

                                               

                                               

                                               

                                     

                                               

         

                                               

               

 

第１３章 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水防止のための措置 

 

１ 浸水想定区域の指定 

法第14条の規定により、北海道開発局及び道は、洪水予報河川及び水位周知河川について、河

川が氾濫した場合に浸水が想定される区域を洪水浸水想定区域として指定し、指定の区域及び浸

水した場合に想定される水深を公表するとともに、関係市町村の長に通知するものとする。 

 

 ２ 地下街等の利用者の避難の確保及び浸水の防止のための措置に関する計画の作成等 

    法第15条第１項の規定により、帯広市地域防災計画に名称及び所在地を定められた地下街等の

所有者又は管理者は、単独で又は共同して、国土交通省令で定めるところにより、当該地下街等

の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防止を図るために必要な訓練

その他の措置に関する計画を作成し、これを市長に報告するとともに、公表するものとする。ま

た、地下街等の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時の浸水の防止のための訓

練を行うものとする。さらに、自衛水防組織を置き、当該自衛水防組織の構成員その他の国土交

通省令で定める事項を市長に報告するものとする。 

    市は、地下街等の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員への洪水予報等の伝達方法を定

めるものとする。 

 

 

 

 ３ 要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関する計画の作成等 

法第15条第１項の規定により、帯広市地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利

用施設の所有者又は管理者は、関係機関の協力を得て、国土交通省令で定められるところにより、

当該要配慮者利用施設の利用の洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その

他の措置に関する計画を作成するとともに、訓練を行わなければならない。なお、市長は、要配慮

者利用施設の所有者又は管理者が同計画を作成していない場合において、当該要配慮者利用施設

の所有者の洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため必要があると認めるときは、当該要

配慮者利用施設の所有者又は管理者に対し、必要な指示をすることができる。また、市長は、同指

示を受けた当該要配慮者利用施設の所有者又は管理者が、正当な理由がなく、その指示に従わな

かったときは、その旨を公表することができる。 

さらに、当該要配慮者利用施設の洪水時の円滑な避難の確保を行う自衛水防組織を置くよう努

めるものとする。 

市は、要配慮者利用施設の所有者又は管理者及び自衛水防組織の構成員への洪水予報等の伝達

方法を定めるものとする。 

 

記載の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の追加 
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頁 旧 新 備 考 

P31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 重要水防箇所（令和２年度時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 重要水防箇所（令和３年度時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 
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頁 旧 新 備 考 

P32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 
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頁 旧 新 備 考 

P37  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時点修正 

 


